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平成14年2月1日 

各  位 

平成平成平成平成14141414年年年年9999月期月期月期月期    第第第第1111四半期業績状況四半期業績状況四半期業績状況四半期業績状況    
 

上場会社名    株 式 会 社 シ ー エ ス ア イ 

（コード番号４３２０ 東証マザーズ） 

本店所在地    北海道札幌市中央区南三条西十丁目1001番地５ 

福山南三条ビル 

問 合 せ 先    常務取締役管理部長   浜 辺 武 志 

(TEL 011－271－4371) 

 

１．業績１．業績１．業績１．業績    

    

(1) 平成14年9月期第1四半期の業績（平成13年10月1日～平成13年12月31日） 

 

 
平成14年9月期第１四半期 前期（通期） 

 百万円   百万円   

売  上  高 60   1,053   

営 業 利 益 △136    41   

経 常 利 益 △147    24   

当 期 純 利 益 △88   9   

総  資  産 2,104   1,777   

株 主 資 本 987     520   

 

(2) 部門別売上高 

平成14年9月期第1四半期 前期（通期）  

金 額 構成比 金 額 構成比 

 百万円  ％  百万円   ％  

電子カルテシステム開発 0  0.5  706   67.1  

受 託 シ ス テ ム 開 発 54  88.8  305  29.0  

その他システム開発 6  10.7  40    3.9  

合  計 60  100.0  1,053  100.0  

 

（注）１．平成13年9月期第1四半期は、四半期財務諸表を作成しておりませんので記載を省略しております。 

２．当第1四半期貸借対照表及び第1四半期損益計算書は、東京証券取引所の定める「上場有価証券の発行者

の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い別添；四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基

づく中央青山監査法人の手続きを受けております。 
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２．業績の概況（平成２．業績の概況（平成２．業績の概況（平成２．業績の概況（平成13131313年年年年10101010月１日～月１日～月１日～月１日～平成平成平成平成13131313年年年年12121212月月月月31313131日）日）日）日）    

当第1四半期におけるわが国経済は、株式市場の低迷、高い失業率に加え、デフレ経済との認識と米国同時多発

テロにより世界同時不況の様相を呈し、たいへん厳しい状況が続いております。 

ソフトウェア業界とりわけ電子カルテシステム市場は、厚生労働省の保健医療情報システム検討会において平成

14年度から概ね５年間の医療の情報化を戦略的に推進するための方策の検討を進めてきた結果、平成18年度まで全

国の400床以上の病院及び全診療所の６割以上に電子カルテを普及させるという達成目標の設定を含む「保健医療

分野の情報化にむけてのグランドデザイン」を発表したことにより、一段と注目度の高い分野に進展いたしました。 

当社は、このような環境のなか、営業面におきましては、自社及びＮＥＣ（日本電気株式会社）グループ、医療

情報システム取扱い会社を始めとする販売提携先と電子カルテシステム製品の受注拡大に取り組み、当第１四半期

における病院向け電子カルテシステム「HS－MI･RA･Is」（エイチエスミライズ）11件400百万円、診療所向け電子

カルテシステム「CS－MI･RA･Is」（シーエスミライズ）１件10百万円、合わせて12件410百万円を受注いたしまし

た。開発面におきましては、前事業年度（平成13年９月期）の電子カルテシステムの受注残17件1,485百万円に対

する導入・カスタマイズ作業を予定どおりに進めることが出来ました。なお、これらの物件については、平成14年

３月以降に順次、納品・検収される予定であります。 

また、かねてより株式上場準備を進めて参りましたが、平成13年10月31日付で、当社株式を東京証券取引所マ

ザーズに上場いたしました。これにより一般募集による有償新株2,500株を発行し558百万円の資金調達を行いまし

た。 

このような結果、電子カルテシステムの受注は順調に推移しておりますが、当第１四半期の業績につきましては、

医療情報システムを中心とした受託システム開発部門の売上が中心となり、売上高60百万円、経常損失147百万円、

第１四半期純損失88百万円となりました。 

 

３．当期の見通し（平成３．当期の見通し（平成３．当期の見通し（平成３．当期の見通し（平成13131313年年年年10101010月月月月1111日～平成日～平成日～平成日～平成14141414年年年年9999月月月月30303030日）日）日）日）    

  通期につきましては、厚生労働省の電子カルテ普及に対する施策により、病院・診療所からの引合いが、さら

に増えていくことを予想しております。営業面におきましては、この機会を逸することなく、引合いに対しタイ

ムリーな対応がとれるよう各販売提携先との協力体制を強化しながら受注の拡大に努めて参ります。開発面にお

きましては、質の高い人材を確保しつつ、システムの機能強化及びユーザーサポートの充実に取り組み、受注物

件に対する導入・カスタマイズ作業を行って参ります。 

  前述のような施策を踏まえ、通期業績につきましては、受注物件の導入・カスタマイズ作業が今後も順調に推

移するものと見込んでいることから、平成13年11月26日に発表いたしました「平成13年９月期決算短信（非連

結）」に記載のとおり、売上高2,490百万円、経常利益150万円、当期純利益82百万円としております。また、中

間期の見通しについては、下表のとおりといたします。 

 

１株当たり年間配当金  売上高 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 
中 間 期 

通   期 

百万円  

    575  

2,490  

百万円  

△163  

   150  

百万円  

△97  

  82  

円 銭  

－  

－  

円 銭  

－  

2,000 00  

円 銭  

－  

2,000 00  
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４．四半期財務諸表等４．四半期財務諸表等４．四半期財務諸表等４．四半期財務諸表等    
 

   

（1）四半期貸借対照表     
（単位：千円）

第７期第１四半期末 
（平成13年12月31日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成13年 9月30日現在） 

期  別 

 

科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（ 資 産 の 部 ）    ％   ％ 
Ⅰ 流 動 資 産   

 
     

１． 現 金 及 び 預 金   838,925   639,129  
２． 受 取 手 形   19,960   -  
３． 売 掛 金   505,817   733,908  
４. た な 卸 資 産   254,943   23,917  
５． 繰 延 税 金 資 産   64,607   3,839  
６. そ の 他   59,281   23,468  
 流 動 資 産 合 計   1,743,536 82.9  1,424,265 80.1 
Ⅱ 固 定 資 産        
(1）有 形 固 定 資 産 ※1       
１． 建 物   5,822   6,122  
２． 車 両 運 搬 具   80   80  
３． 器 具 備 品   14,490   13,464  
 有 形 固 定 資 産 合 計   20,393 1.0 

 
 19,667 1.1 

(2) 無 形 固 定 資 産        
１． ソ フ ト ウ ェ ア   153,467   184,007  
２. ソフトウェア仮勘定   29,547   -  
３． 電 話 加 入 権   216   216  
 無 形 固 定 資 産 合 計   183,232 8.7  184,224 10.4 
(3) 投 資 そ の 他 の 資 産        
１． 投 資 有 価 証 券   7,500   7,500  
２. 繰 延 税 金 資 産   27,424   27,441  
３． 差 入 敷 金 保 証 金   77,318  76,936  
４. 長 期 性 預 金 ※2 33,500  29,600  
５. そ の 他  

  
11,423  

 
8,025  

 投資その他の資産合計   157,166 7.5  149,504 8.4 
 固 定 資 産 合 計   360,792 17.1  353,396 19.9 

 資 産 合 計   2,104,328 100.0  1,777,661 100.0 
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     （単位：千円）

第７期第１四半期末 
（平成13年12月31日現在） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成13年 9月30日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （ 負 債 の 部 ）    ％   ％ 
Ⅰ 流 動 負 債        
１． 買 掛 金   183,908   167,459  
２． 短 期 借 入 金   718,000   810,000  
３． １年内返済予定長期借入金   36,421   34,984  
４． 未 払 金 ※2  26,845   40,620  
５． 未 払 法 人 税 等   788   42,346  
６． 未 払 消 費 税 等   －   12,451  
７． そ の 他   14,531   4,211  
 流 動 負 債 合 計   980,493 46.6  1,112,075 62.6 
Ⅱ 固 定 負 債        
１． 長 期 借 入 金   99,489   108,714  
２． 長 期 未 払 金 ※2  33,742   33,742  
３． 退 職 給 付 引 当 金   2,850   2,790  
 固 定 負 債 合 計   136,081 6.5  145,246 8.2 
 負 債 合 計   1,116,575 53.1  1,257,322 70.7 
         

 （ 資 本 の 部 ）        
Ⅰ 資 本 金   508,870 24.2  253,870 14.3 
Ⅱ 資 本 準 備 金   529,967 25.2  226,967 12.8 
Ⅲ 利 益 準 備 金   1,200 0.1  1,000 0.1 
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        
 ( △ は 欠 損 金 )    
１. 第１四半期（当期）未処分利益     
 (△は第１四半期(当期)未処理損失)

 
 

 △ 52,283 
 
 

 38,501 
 

 その他の剰余金又は欠損金合計  

 
 

( △ は 欠 損 金 合 計 )  
 △ 52,283 △ 2.5  38,501 2.2 

 資 本 合 計   987,753 46.9  520,338 29.3 
 負 債 ・ 資 本 合 計   2,104,328 100.0  1,777,661 100.0 
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（2）四半期損益計算書     
（単位：千円）

第７期第１四半期会計期間 
自 平成13年10月 1日 
至 平成13年12月31日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 9月30日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

     ％   ％ 
Ⅰ 売 上 高   60,929 100.0  1,053,001 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 ※1  84,440 138.6  680,831 64.7 

 売 上 総 利 益    △ 23,511 △38.6  372,170 35.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  113,412  186.1  331,137 31.4 

 営 業 利 益  

 （ △ は 営 業 損 失 ）  
△ 136,923 △224.7 41,033 3.9 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※2  750 1.2  3,391 0.3 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※3  11,782 19.3  20,042 1.9 

 経 常 利 益  

 （ △ は 経 常 損 失 ）  
△ 147,955 △242.8 24,382 2.3 

Ⅵ 特 別 利 益   － －  1,484 0.1 

Ⅶ 特 別 損 失   1,034 1.7  1,805 0.2 

 税引前第1四半期（当期）純利益  

 (△は税引前第1四半期(当期)純損失)  
△ 148,990 △244.5 24,061 2.3 

 法人税、住民税及び事業税   349 0.6  45,972 4.4 

 法 人 税 等 調 整 額   △ 60,750 △99.7  △ 31,198 △3.0 

 第１四半期（当期）純利益  

 (△は第1四半期(当期)純損失)  
△ 88,589 △145.3 9,286 0.9 

 

 前 期 繰 越 利 益   36,305   28,624  

 合併による引継繰越利益   －   589  

 第1四半期（当期）未処分利益      
 (△は第1四半期(当期)未処理損失)   

△ 52,283 
  

38,501 
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（3）四半期キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）
 

第７期第１四半期会計期間 
 

自 平成13年10月 1日 
至 平成13年12月31日 

 
前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 9月30日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前第１四半期(当期)純利益（純損失）  △ 148,990 24,061 

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費  1,676 6,052 

無 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費  30,539 121,699 

貸 倒 引 当 金 の 減 少 額  － △ 1,484 

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額  60 2,790 

受取利息、受取配当金及び有価証券利息 △ 51 △ 1,603 

支 払 利 息 及 び 社 債 利 息   4,093 8,557 

新 株 発 行 費  7,495 8,288 

固 定 資 産 除 却 損  1,034 － 

そ の 他 営 業 外 損 益  △503 1,409 

売 上 債 権 の 増 加 （ 減 少 ） 額  208,131 △ 409,985 

た な 卸 資 産 の 増 加 額  △ 231,025 △ 16,194 

仕 入 債 務 の 増 加 額  16,448 103,180 

その他流動資産の増加（減少）額  △ 36,529 12,034 

その他流動負債の増加（減少）額  △ 16,838 25,605 

小 計  △ 164,460 △ 115,590 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  51 1,603 

利 息 の 支 払 額  △ 2,926 △ 12,761 

そ の 他 営 業 外 損 益 の 支 払 額  △ 6,691 △ 9,697 

法 人 税 等 の 支 払 額  △ 41,908 △ 6,289 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  △ 215, 934 △ 142,735 
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（単位：千円）
 

第７期第１四半期会計期間 
 

自 平成13年10月 1日 
至 平成13年12月31日 

 
前事業年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 9月30日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △ 2,752 △ 10,118 

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △ 30,055 △ 189,895 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  － △ 7,500 

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入  － 57,225 

差入敷金保証金の差入による支出  △ 381 △ 15,955 

差入敷金保証金の返還による収入  － 1,717 

定 期 預 金 等 の 預 入 に よ る 支 出  △ 16,300 △ 40,407 

定 期 預 金 等 の 払 戻 に よ る 収 入  13,600 30,109 

そ の 他  △ 3,398 10,086 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 39,287 △ 164,739 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短 期 借 入 金 の 増 加 （ 減 少 ） 額  △ 92,000 501,500 

長 期 借 入 に よ る 収 入  － 85,000 

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出  △ 7,788 △ 54,101 

株 式 の 発 行 に よ る 収 入  558,000 － 

配 当 金 の 支 払 額  △ 1,995 △ 2,013 

財務活動によるキャッシュ・フロー  456,216 530,386 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  200,996 222,912 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 630,724 404,833 

Ⅵ 合併による現金及び現金同等物の受入額 － 2,979 

Ⅶ 現金及び現金同等物の第１四半期末(期末)残高

 

831,720 630,724 
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四半期財務諸表作成の基本となる重要な事項 

期  別 
 
項  目 

第７期第１四半期会計期間 
自 平成13年10月 1日 
至 平成13年12月31日 

１．資産の評価基準及び評価方法 （1）有価証券 

その他有価証券 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法を採用しております。 

（2）たな卸資産 

原材料 

個別法による原価法を採用しております。 

仕掛品 

   個別法による原価法を採用しております。 

  貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 （1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、3年

間で均等償却する方法を採用しております。 

（2）無形固定資産 

 市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく

償却額と残存有効期間（3年）に基づく均等配分額とを比較して、

いずれか大きい額を計上しております。 

 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法によっております。 

３．繰延資産の処理方法 

 

４．引当金の計上基準 

（1）新株発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 

（1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 なお、当第１四半期に計上すべき金額はありません。 

（2）退職給付引当金 

 従業員に対する退職金の支給に備えるため、自己都合による第１

四半期末要支給額の100％相当額を計上しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は､

手許現金､随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり､か

つ､価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております｡ 

７．その他第１四半期財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。 
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注記事項  

（貸借対照表関係）  

第７期第１四半期末 
（平成13年12月31日現在） 

前事業年度 
（平成13年 9月30日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   18,221千円 

※２ 担保に供している資産とこれに対応する債務は次

の通りであります。 

  担保提供資産 

   長期性預金           32,000千円 

  対応する債務 

   未 払 金           11,247千円 

   長期未払金           33,742千円 

     計             44,990千円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   17,441千円 

※２ 担保に供している資産とこれに対応する債務は次

の通りであります。 

  担保提供資産 

   長期性預金           29,000千円 

  対応する債務 

   未 払 金           11,247千円 

   長期未払金           33,742千円 

     計             44,990千円 

 

  

  

（損益計算書関係）  

第７期第１四半期会計期間 
自 平成13年10月 1日 
至 平成13年12月31日 

前事業年度 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 9月30日 

※１ 減価償却実施額 

   有形固定資産           1,676千円 

   無形固定資産          30,539千円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息               3千円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

   支払利息             4,093千円 

新株発行費                       7,495千円 

 

※１ 減価償却実施額 

   有形固定資産           6,052千円 

   無形固定資産          121,699千円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息             1,603千円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

   支払利息             8,557千円 

    新株発行費                       8,288千円 
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（キャッシュ・フロー計算書関係）  

第７期第１四半期会計期間 
自 平成13年10月 1日 
至 平成13年12月31日 

前事業年度 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 9月30日 

１.現金及び現金同等物の第１四半期末残高と第１四半

期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成13年12月31日現在）

現金及び預金勘定           838,925千円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金等  △ 7,205千円 

現金及び現金同等物                  831,720千円 

１.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成13年9月30日現在）

現金及び預金勘定                    639,129千円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金等  △ 8,405千円 

現金及び現金同等物                  630,724千円 

 

２．  

 

２．重要な非資金取引の内容 

 当期に合併した㈱バルトより引き継いだ資産及び

負債の主な内訳は次の通りであります。 

   また、合併により増加した資本金及び資本準備金

はそれぞれ4,800千円及び7,200千円であります。 

    

合併により引き継いだ資産・負債 

 （千円） 

流動資産 17,185 

固定資産 1,462 

資産合計 18,647 
    

流動負債 2,217 

固定負債 840 

負債合計 3,057 
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（リース取引関係）  

第７期第１四半期会計期間 
自 平成13年10月 1日 
至 平成13年12月31日 

前事業年度 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 9月30日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び第１四半期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 

 

 

 
 

 

２．未経過リース料第１四半期末残高相当額 ２．

１年内 1,251千円 

１年超 1,815千円 

合計 3,067千円 

  

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．

支払リース料 328千円 

減価償却費相当額 301千円 

支払利息相当額 21千円 

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．

  

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．

 

 

 

（有価証券関係） 

第７期第１四半期末（平成13年12月31日現在） 

有価証券 

１．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び当第

 （1）その他有価証券 

    非上場株式     7,500千円 

 

 前事業年度（平成13年 9月30日現在） 

１．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び貸借

 （1）その他有価証券 

    非上場株式     7,500千円 

 

 

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

第１四半
期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
    

 

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 
 

 
6,031

器具備品 
3,053 2,977
    器具備品 2,752 36,031
 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 

１年超 

合計 

支払リース料、減価償却費相当

額 

支払リース料 

減価償却費相当額 

支払利息相当額 

減価償却費相当額の算定方法 

同   左 

利息相当額の算定方法 

    同   左 

１四半期貸借対照表計上額 

対照表計上額 
 

1,

2,

3,

額及び支払利

1,

1,
,278
240千円 

132千円 

373千円 

息相当

312千円 

206千円 

113千円 
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（デリバティブ取引関係） 

第７期第１四半期会計期間（自 平成13年10月 1日 至 平成13年12月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成12年10月 1日 至 平成13年 9月30日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

（持分法損益等） 

第７期第１四半期会計期間（自 平成13年10月 1日 至 平成13年12月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成12年10月 1日 至 平成13年 9月30日） 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）    

第７期第１四半期会計期間 
自 平成13年10月 1日 
至 平成13年12月31日 

前事業年度 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 9月30日 

１株当たり純資産額 79,154.52円 １株当たり純資産額 52,144.44円 

１株当たり第１四半期純利益 △ 7,595.41円 １株当たり当期純利益 930.66円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、１株当たり第１四半期純損失が計上されている

ため記載しておりません。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もして

いないため、期中平均株価が把握できませんので、記載

しておりません。 
 

 

（重要な後発事象）    

第７期第１四半期会計期間 
自 平成13年10月 1日 
至 平成13年12月31日 

前事業年度 
自 平成12年10月 1日 
至 平成13年 9月30日 

 

 

有償新株の発行 

平成13年９月25日及び平成13年10月10日開催の取締

役会決議により、平成13年10月31日付にて一般募集に

よる有償新株の発行を行っております。 

（1）発行する株式の種類及び数 

普通株式 2,500株 

（2）商法上の発行価額 

１株につき204,000円 

（3）発行価額の総額 

510,000千円 

（4）発行価額のうち資本へ組入れる額 

１株につき102,000円 

（5）引受価額 

１株につき223,200円 

（6）引受価額の総額 

558,000千円 

（7）新株式の配当起算日 

平成13年10月１日 

（8）資金の使途 

主に電子カルテシステム開発事業の受注から検

収までの期間の労務費、外注加工費、材料費等の

費用及び電子カルテシステムの製品機能強化費用

に係る運転資金に充当しております。 
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